
は　じ　め　に

　政治学者であった丸山真男（１９１４－１９９６）が合理的な経営とは近代簿記の技術を利用し、

計数的に把握しながら経営することであると次のように述べているのである。「合理的な

資本主義的経営は資本計算を伴った経営、換言せばその収益を近代簿記の技術と……貸借

対照表の調製により計数的に統制する営利経営である」。簿記！それこそ数量化・形式化・

抽象化等の市民社会の必然的な傾向乃至要請の集中的な表現である１ という。

　丸山真男は大塚久雄（１９０７－１９９６）らと共に戦後の日本の啓蒙家として広く知られ、丸

山真男は日本社会を「タコツボ型」と欧米を「ササラ型」（根が一つ繋がっている）とい

う大変有名になった表現２ をした人である。その彼が、簿記は市民社会の数量化・形式化・

抽象化等の要請に応える手法であることを認識していたのである。 しかし、その簿記の機

能が正しく公会計に発揮されて、丸山真男の期待にたいして十分に応えているだろうか検

討してみたい。

　公会計としての財務諸表、すなわち、貸借対照表（バランスシート＝ BS。以下、適宜使
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い分けをする。）、キャッシュフロー計算書、行政コスト計算書を簡潔に説明しておこう。

貸借対照表は自治体の財産である「資産」、そして、その財産を誰の負担で築いたのかを

示すものである。したがって、貸借対照表（BS）は、近代的・合理的な国や自治体経営を

考える際の大変重要な資料（財務情報）となるものである。なぜなら、国・自治体の改革

には、債務圧縮や資産の有効活用等の財務改革を必ずともなった経営を考えざるをえない

からである。

　キャッシュフロー計算書は行政活動、建設活動、財務活動などによる計算書に分けられ

る。行政活動によるものとは、税収や手数料収入、人件費や維持管理費などの日常の行政

サービスから生じるもの、建設活動によるものとは、有形固定資産の取得やその財源とし

ての補助金や借金による収入、財務活動によるものは、自治体の借金に関する支出入や基

金の積立等を表すものである。行政コスト計算書は資産形成につながったり、あるいはつ

ながらなかったりする場合のサービスに要したコストと収入であることから、毎年の予算、

新たな税収、各種料金等の変動と密接なる関連がある。

　現在の国・自治体の会計制度は現金主義を採用し、ストックよりもフロー、決算（結果）

よりも予算が重要視されてきた。行政改革を推進する場合、国も自治体も今後はそれを見

直すべきであろう。ストックもフローも、決算も予算も等しく大切である。資産・債務の

状況把握、そして、今後はそれらをどのように管理・処分していくのか、こうした行政経

営の基礎情報を明確に住民に公開することが大切である。しかも、作成された決算書が自

治体間で比較が可能ともなれば、住民の行政への理解や関心がますます深まることになる

であろう。

　われわれが物やサービス、資金の流れをみる「社会会計」を考える際、よく知られてい

るのが「内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部」の出す『国民経済計算年報』（System 

of National Accounts; SNA）のバランスシートである。しかし、このバランスシートはカ

レンダー・イヤー（Calender Year）であり、「国のバランスシート」はフィスカル・イヤー

（Fiscal Year）であること、さらに、勘定科目が両者で全く異なっていることがある。この

大きな違いのために、同じバランスシートでも単純に比較ができないことや使う目的を明

確にした上で利用する必要がある。

　尚、地方自治体の決算が市町村合併の関係によって、目下のところさまざまな集計が遅

れている。したがい比較したいと思った浜田市（当大学所在地）と益田市（浜田市の隣接

都市）とも、目下、バランスシートの公表が遅れているため、両市との比較研究は後日に

回さざるを得ない。そこで、（Ⅴ章では）浜田市（平成１１年度会計報告）のみのMBチャー

トを紹介することにする。
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Ⅰ．政府会計の充実・政策評価・財政健全化の「三位一体化」をめざして

１）民間シンクタンク「PHP総合研究所」のバランスシート

　われわれはこれから論を進める前に、日本の財政状況認識として、今よりおよそ１０年も

前に、次ぎのような懸念・警告を表明していたことに注目したい。すなわち「これが財政

破綻にいたるかどうか。すくなくとも、このまま国債発行を拡大していけるかどうかはそ

れほど楽観できることではない。これまで２４３兆円も国債を発行しまくれたのは、日本経

済がひじょうに大きな規模であるのとともに、貯蓄率の高さがそのショックを吸収してき

たからだ。国債の買い手がいくらでもいたわけである。（中略）しかし、本当にこれから

も赤字が吸収されるのか。長期的には貯蓄率の低下を招き、負担しきれない事態が生まれ

る可能性は低くない。」３ という。国債発行残高が同現在高（平成１８年６月現在高：約６６８．８

兆円）の３分の１程度の２４３兆円の段階でこのような懸念・警告を出しているのである。

　しかしながら、国の財政がどんなに悪くても、その判断ができるほどの情報公開がなさ

れていなかったことから、われわれは根拠のない不安にさらされていたのである。また、

国がつぶれるはずはないと妙にある種の安心感もあったりした。しかしながら、やはり、

さまざまな原因による財政悪化の情報（ムダな公金の使い方など）を知ることによって、

財政不安が高まれば高まるほど、われわれは国債残高が増加することに関しては、とりわ

け強い関心を持たざるえず、国や自治体にも企業会計にあるような貸借対照表が必要であ

るとの認識が生まれてきたのである。そのようなわれわれの要請に応えたのが、以下で取

り上げるケースである。

　すなわち、それは、『（財）社会経済生産性本部情報開発部「決算統計に基づいた企業会

計的分析手法」（１９９７年７月）』４ であり、国・地方の財政危機から、行財政改革論議に一石

を投じる革新的・モデル的な地方自治体の企業会計的処理による財務情報であった。この

地方自治体の財務会計処理の動きは、やがて、中央政府の財務処理方法をも巻き込む何か

大きな公会計上の変革を感じさせるものがあった。

　ところで、民間シンクタンクのPHP総合研究所は、１９９９年に国に先駆けて、「９６年度国・

地方を合わせた貸借対照表の資産」（参照：図１）を発表した５。

　このバランスシートは、充分に財政情報を公開しない国の財政に対して、われわれが抱

いていた不安や不審に対して見事に応えたものであり、その意味で画期的なことであり、

われわれが初めて目にする「国のバランスシート」であった。簡潔に内容を検討すること

から、論を進めていこう。

　その貸借対照表によると、資産（流動資産プラス固定資産）合計約９１５兆円、負債（流

動負債プラス固定負債）合計約７０３兆円、よって、正味財産（資産合計マイナス負債合計）

は約２１１兆円となる。しかし、道路など売却不可能資産約５７９兆円（純固定資産約３５４兆円＋

土地資産など約２６兆円＋出資金など約１９９兆円＝約５７９兆円）を資産総額（約９１５兆円）から
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差し引けば、政府可処分資産約３３５兆円となる。

　したがって、その結果、政府可処分正味財産勘定は、政府可処分資産マイナス負債総額

により事実上の債務超過額（マイナスは以下、▲印で略す。）約３６７兆円（約３３５兆円－約７０３

兆円＝▲約３６７兆円）と試算された。われわれはこのように初めて、国の財務に企業会計

が適用されたバランスシートの上で、債務超過を知ることができたのである。

　そして、売却不可能資産を算定し、「売却不可能資産に対応する額を正味財産から控除し

た額（政府所有正味財産）を明示することは、将来世代が負担しなければならない額の大

きさを知るうえで、また、政府が債務のファイナンスを計画するうえで重要といえる。」６ 

のである。

２）政策シンクタンク「構想日本」のバランスシート

　政策シンクタンク「構想日本」（代表加藤秀樹氏）は PHP総合研究所より数ヶ月前、国

に限った「日本政府の推定貸借対照表」を作成（参照；図２）していたのである７。 それに

よると、資産合計約５６８兆円、PHP総合研究所の貸借対照表には計上していない厚生年金

債務約７８０兆円やその他を固定負債に加えたために、負債総額約１，４７０兆円に膨れあがった。

従って、債務超過額は約９０２兆円にのぼった、と試算した。

　加藤秀樹、廣田達人の両氏は「初試算　債務超過九百兆円　日本国のバランスシート

――大蔵省はなぜ、二十世紀最大の発明を導入しないのか――」８ において、概略、次のよ
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７０３．７負　　債９１５．６資　　産

●流動負債●流動資産
７０．８　 短期債券１０３．２　 現金・預金等
３６．１　 未払い金６．８　 短期債券

●固定負債８．０　 未収金
４０７．５　 長期債券●固定資産
６．０　 その他金融負債３５４．３　 純固定資産
２３．０　 退職金債務　 （道路など）
１６０．０　 年金債務１４５．２　 土地資産等
２１１．９正味財産　 （土地、森林など）

　（資産－負債）２９７．９　 出資金など
９１５．６合　　計９１５．６合　　計

図　１ ．９６年度の国、地方を合わせた貸借対照表の試算
（PHP研究所、単位・兆円、小数点以下第２位を切り捨てのため合計が合わない）

出所） 日本経済新聞、１９９９年６月３０日。
 「日本の政府部門の財務評価」政府会計改革研究プロジェクト、PHP研究所、

１９９９年６月、３０頁。

－３６７．９政府可処分正味財産勘定　３３５．７－７０３．７＝

売却不可能資産　５７９．９
　　純固定資産　３５４．３
　　土地資産等　 ２６．２
　　出資金など　１９９．３

政府可処分資産　３３５．７
　　総資産－売却不可能資産
　（９１５．６）－（５７９．９）
　　　　　　　事実上の債務超過



うに述べている。

　すなわち、「構想日本」が日本国の公会計を明らかにすることによって、政府当局が財

政状況の悪化をわれわれに知られ、そして批判されることを嫌ったことが大きな原因であ

る。なぜなら、日本の公会計は現金主義、単式簿記（企業会計は発生主義、複式簿記）で

あることから、日本の予算は単年度の均衡予算が前提であり、会計年度独立の原則により、

未消化予算の繰り延べが認められず使い切りが通例となっている。そして、そのことから、

財政悪化の認識のないまま、あるいは認識がありながらも時間が経過したのである。

　そして、さらには減価償却の概念やその意識もなければ、当然のこと減価償却されるこ

ともなく、経営効率よく利用しているかなどの認識も起きず、効率利用の努力もないとの

批判も生じかねない。そうともなれば、無駄な公共投資として不良資産化することにもな

るであろう。そうしたことを考えれば、当局は住民の満足度とコストは見合っているので

あろうか、と絶えずチェックするべきであり、このような行政側にはコスト認識が必要で

ある。繰り返すが行政側、住民側双方にコスト意識を持つことは大変重要なことである。

　以上のように、国の財政運営の不安・不満から民間で国の貸借対照表が作成され研究さ

れたり、また、地方自治体に貸借対照表の作成着手・導入の動きが出てきたことで、消極

的と見られていた大蔵省は国の資産と負債をわかりやすく示す「国のバランスシート」を

試作する方針を出したのである。そして、こうした過程をへて大蔵省は２０００年（平成１２年）

１０月に「国の貸借対照表」（平成１１年３月３１日現在）を公表したのである。

３）大蔵省初のバランスシート

　大蔵省は国の資産と負債の状況を示した貸借対照表を、しかも計上の基準、評価方法な

どが定まらない「試作」と釈明する未完成品を初めて公表した（２０００年１０月１０日）。（参

照：図３）

　それを簡潔に紹介してみよう。「図３」によれば、資産合計約６５８兆円、負債合計は年金
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図　２ ．日本政府の推定貸借対照表

出所）日本経済新聞、１９９９年７月２１日。
 加藤秀樹「初試算　日本国のバランスシート」『文芸春秋』１９９９年５

月号、１３７頁。

上記のうち厚生年金事業の貸借対照表

正味財産 ▲９０２兆８３４１億円

積立金 １８０兆円 給付債務 　７８０兆円

正味財産 　▲６００兆円

資産　　　　　　５６８兆１４８６億円
道路・治水　　　 ８１　９５２４
土地・建物など　 ６８　６５５４
政府出資　　　　 ３４　３６０７
貸付債権　　　　２８８　８７４３
運用資金　　　　 ９４　３０５８

負債　　　　　　　１４７０兆９８２７億円
国債・借入金など　 ３５５　２５００
厚生年金債務　　　 ７８０　００００
郵貯・簡保など　　 ３３５　７３２７



債務を計上すれば負債約１，４３５兆円となり、約７７６兆円の債務超過となる。反対に、計上し

なければ約１３２兆円の債務超過となる（但し、公的年金について３案があり、１案は年金

給付の原資として加入者が払った積立金のみで約７９０兆円、２案はその積立金と国庫負担

を加えた分で約９３０兆円、３案は国の支払い約束年金全額分で約１，４４０兆円である。）。

　われわれが政府の財政に関する様々な報告書を求めてそれらを読む場合には、具体的に

次のようなものが含まれることを期待しているのである。すなわち、当然のことながら、

政府指針や理念が将来構想として総合的に解説されていること、予算執行内容、資金繰り

状況や保有資産の市場評価の変化などを示す資料、政策の結果として生み出された資産、

負債の状況を示す資料、そして、政策の成果はどうなったかを示す資料等、である。後に

ふれることでもあるが、特に保有資産の市場評価がなされておらず、いたづらに財政危機

が叫ばれているようであるとの批判は根強いものがある。ともかく公共政策全体はこれら

の資料がそろうことによって、深みのある評価が可能となるのである９。

　この度の公表された資料において、問題といえるのは２つあり、その一つ目は、貸付金

約２６７兆円（後でみる平成１６年度「連結」では約２８９兆円）の動向であり、二つ目は、公共

用財産約８１兆円（同じく、後にみる平成１６年度「連結」では約１８０兆円）である。

　貸付金は上位から地方公共団体約７７兆円、住宅金融公庫約７１兆円、年金福祉事業団約３５

兆円、等である１０ が、これらの貸付金回収は可能であろうか。

　さらに、政府出資（投資等）約３９兆円が計上され、特に目立つのは、預金保険機構への

出資金約５０億円が債務超過約１兆円１１（資産約２５兆円－負債約２６兆円＝▲約１兆円）、さら

に、本州四国連絡橋公団への出資金約４千億円が、債務超過約２千億円１２（資産約４兆円

－負債約４．２兆円＝▲約２千億円）である。以上のように、出資金の適正な資産価値を示

していないことは明らかである。

　社会問題（談合、天下りなど）となっている道路公団は、約３０兆円を超える資産と負債

（正確には資産 約３５兆円、負債約３４兆円）を持つが、国とは別法人である。別法人である

がゆえに、われわれは今後の動向に十分なる注意が必要である。

　われわれによく知られていないことであるが、国は建設公債を発行し自治体に施設整備

の補助金を出す場合、その施設設備は地方の所有として残り、国が赤字で自治体が黒字に

なる国依存の財政構造になっているのである。後述するところでもあるが、地方自治体の

多くは、債務超過に陥る可能性は殆どなく、バランスシートが黒字（正味資産）となって

いる。それは以上のような理由があるためである。

　しかし、これでは国全体の財務状況を正しく把握していないことになる。したがって、

国・自治体の「連結」貸借対照表の作成・評価は、ある面では地方自治・地方分権の流れ

に抗するようである。しかし、こうした分権化の流れに十分なる配慮をしながら、連結BS

は是非とも必要である。そして、そのことは、例えば、国と地方を合わせたプライマリー

バランス、さらには道州制を考える有効なる手段ともなるのである１３。
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　以上のように国がバランスシートを公開することによって、われわれは自分達の国の財

政状況について実に多くのことを知ることができるのである。

Ⅱ．マトリックス会計表の作成  

　　平成１０年度・平成１１年度「国の貸借対照表（試案）」から

　会計学（学会）は保守主義の原則があり、旧来の T字型の複式簿記形式にこだわりがあ
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図　３ ．平成１０年度日本国貸借対照表（初の B/S）
（平成１１年３月３１日現在）

（単位：兆円）

［負債及び資産・負債差額の部］［資産の部］

未払金及び未払費用等  ……………………  １２．２５
保管金等  ……………………………………   ２．７８
前受金及び前受収益  ………………………   ０．５９
郵便貯金  …………………………………… ２５２．５８
資金運用部預託金  …………………………   ７．０９
民間保有短期証券  …………………………  ２４．６１
民間保有公債  ……………………………… １８７．５６
債券発行差金  ………………………………   ０．４２
借入金  ………………………………………   ３．６９
公的年金預り金  …………………………… １５３．００
その他の負債  ………………………………   ５．０２
保険準備金等  ……………………………… １１２．８１
引当金
　退職給付引当金等  ………………………  ２８．４４
　賞与引当金  ………………………………   ０．３９

（負債合計）  ………………………………… ７９１．２９

（資産・負債差額）  ………………………△１３２．５６

現金・預金  …………………………………  ３３．２４
有価証券  …………………………………… １０６．５２
未収金及び未収収益等  ……………………  ２２．３１
前払金及び前払費用  ………………………   ０．４３
貸付金  ……………………………………… ２６７．８１
その他の債権  ………………………………  １９．１９
貸倒引当金等  ……………………………… △１．７７
たな卸資金  …………………………………   １．０１
有形固定資産
　土地  ………………………………………  ３１．８１
　立木竹  ……………………………………   ６．５０
　建物  ………………………………………   ８．４５
　工作物  ……………………………………   ５．７６
　機械器具  …………………………………   ６．４８
　船舶  ………………………………………   １．２７
　航空機  ……………………………………   １．２８
　公共用財産（公園等を除く）用地  ……  ２６．１６
　公共用財産（公園等を除く）施設  ……  ８１．１３
　建設仮勘定・未完成施設等  ……………   １．５４
無形固定資産等  ……………………………   ０．０３
投資等  ………………………………………  ３９．４５

負債及び資産・負債差額合計 ６５８．７２資産合計 ６５８．７２

（別表）

案　３案　２案　１科　目　名

――１５３．００公的年金預り金

７９６．９０２９０．３０―公的年金負債

１，４３５．１９９２８．５９７９１．２９（負債合計）

△７７６．４６△２６９．８６△１３２．５６（資産・負債差額）

出所）「国の貸借対照表（試案）」（「財政事情の説明手法に関する勉強会」平成１２年９月、１頁）
注１） 貸借対照表は案１により作成しており、案１、案２、案３の相違点を別表に示している（案

１、案２、案３の違いは、公的年金に係る過去期間に対応した年金支払いの負債計上方法
の違いである（注３（p ２）参照））。

注２） 単位未満は切り捨て。



るように見受けられる。強く親しみを感じているがゆえにT字型フォームの複式簿記から

容易に抜け出せないのであろうか。これでは経済学と会計学の融合・連結による社会会計

の発展、あるいは資金の流れを追いながらミクロとマクロの経済の考察は不可能であろう。

周知のとおり、経済計算（計量経済学）として、レオンテイーフ（W. W., Leontief）が開

発した「投入・産出分析」（産業連関分析）１４ 手法があり、これはマトリックス会計処理の

手法に近似しているのである。

　さて、ここでは、貸借対照表を新しいタイプのマトリックス会計表（以下、「MBチャー

ト」と略す。）に転記し集計する方法を簡潔に解説しよう。

　MBチャートは勘定形式（account form）を用いて、そこに２重に記入（double entry）

してゆく伝統的な勘定簿記（account bookkeeping）＝２重記入簿記（double entry book-

keeping）とは異なるのである。将棋盤のような網目形式（chessboard-like grid form）配

列＝集計記録形式として勘定形式の代わりに行列形式（matrix form）を使う。記入法とし

て２重記入の代わりに各取引を行（rows）と列（columns）とが交差するインタ－セクショ

ンへ単一記入（only one entry）する。このことから、将棋盤（型表）式簿記（chessboard-

type table bookkeeping）とも呼ばれる。

　諸勘定間の相互関係を貸借対照表、損益計算書および現金収支計算書を統合した仕組み

で、一枚のマトリックス表（matrix bookkeeping）に示すことができるのである。その意

味から、従来の財務諸表によっては得ることのできない自治体の会計構造を明確に表示す

ることができるのである。この点に最大の特色がある１５。大蔵省は「国の貸借対照表（試

案）」平成１０年度（平成１１年３月３１日現在）を公表し、翌年、「国の貸借対照表（試案）」平

成１１年度（平成１２年３月３１日現在）を公表した。したがって、前年度の貸借対照表（ス

トック）を「前期繰越」とし、今年度の期末貸借対照表（ストック）の数値を「次期繰越」

として転記・処理する。

　そして、その一年間の資金の動きは財務省発行の『平成１１年度決算の概要』１６（以下、『概

要』と略す。）をみればよいのである（参照；表１）。『概要』をみれば、歳入決算総額（約

９４．３兆円）、歳出決算総額（８９．０兆円）、これを性質別からみた収納済歳入額（租税及印紙

収入など）（約９４．３兆円）と、支出済歳出額（社会保障関係費など）（約８９．０兆円）が公表

されている。

　それぞれに該当する数値を該当するボックスに記帳していくわけである。そこで、この

会計年度１年間の資金の動きを、一枚のマトリックス表で表現することができる。

　つまり、MBチャートでは左上部（前期繰越）から資金が流入し、右下部（次期繰越）

にその資金が流出する。その間に、資金がまるで渦を巻いているように回っていることに

なる。

　「表２」は一枚の MBチャートに３期連続並記した非常に便利なチャートである。経営

診断に有効であろう。
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　ところで、本論のメイン・テーマは、第４章の平成１７年９月公表の『国の財務書類（平

成１５年度）』掲載の「連結」貸借対照表を「前期繰越」とし、平成１８年８月公表の『国の財

務書類（平成１６年度）』掲載の「連結」貸借対照表を「次期繰越」として、一枚のチャート

で資金の流れを見ることにある。したがって、詳しい「MBチャート」の説明は第４章に

回すことになる。

Ⅲ．平成１５年度『国の財務書類』からの分析

　財務省は平成１５年度（２００３年度）の一般会計の財務書類を初めて公表した。それによる

と、国の資産約２２７．０兆円、国の負債約５１５．７兆円である。したがって、国の負債が資産を

約２８８．７兆円上回っている。因みに、前年度は、資産が約２２０．０兆円、負債が約４８３．４兆円、

よって、２６３．４兆円の負債超過である１７。

　同時に公表した一般会計と特別会計の合算ベースでみれば、本年度（２００３年度）資産は
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表　１ ．国家財政のマトリックス（平成１１年度）
（単位：兆円）２００１年９月２０日作成

　 
合
計

１６　 
次
期
繰
越

１５　 
正
味
資
産

１４　 
固
定
負
債

１３　 
流
動
負
債

１２　 
損
益

１１　 
そ
の
他
収
入

１０９ 
税
収

８ 
そ
の
他
経
費

７ 
社
会
保
障
関
係
費

６ 
国
債
費

５ 
出
資
金
等

４ 
有
形
固
定
資
産
等

３ 
未
収
金
等
　

２ 
有
価
証
券
　

１ 
現
金
預
金

０ 
前
期
繰
越

借
方
←
→
列

（－）（－）（－）（±）（－）（－）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）貸方←→行

６７９４０１７０３２８１０７３４０ 前期繰越 （－）

１３５４１５０１９２０５１ 現金預金 （－）

１１２１１２２ 有価証券 （－）

３２９３２９３ 未収金等 （－）

１７６解 １６８４ 有形固定資産 （－）

５１５１５ 出資金等 （－）

２０２０６ 国債費 （－）

１９１９７ 社会保障関係費（－）

１０８１０８８ その他経費 （－）

４７４７９ 税収 （＋）

７２１１６１５４１０ その他収入 （＋）

１１９７２４７１１ 損益 （±）

７１７５８６５９１２ 流動負債 （＋）

１５４１５４１３ 固定負債 （＋）

▲１６３▲２９▲１３４１４ 正味資産 （＋）

７０１▲１６３１５４解７１０１５ 次期繰越

７０１▲１６３１５４７１７１１９７２４７１０８１９２０５１１７６３２９１１２１３５６７９１６ 合計

出所：財務省『国の貸借対照表（試案）１１年度版』（平成１３年９月）、および、財務省『平成１１
年度決算の概要』より作成。公的年金に関する負債が最少のケース。

注）四捨五入で数値を調整しており、最終的に、次期繰越額（流動負債額約７１７兆円を７１０兆円、
有形固定資産約１７６兆円を１６８兆円）調整した。

〔（
国
富
）
ス
ト
ッ
ク
〕

〔
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
〕

〔コスト計算書〕

〔
コ
ス
ト
計
算
書
〕

　 〔（
国
富
）
ス
ト
ッ
ク
〕
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表　２．日本国のマトリッ

４３２

ⅢⅡ
社
会
保
障
表
等

ⅠⅢⅡ
国
債
費
　

ⅠⅢⅡ
未
収
金
等

ⅠⅢⅡ
現
金
・
預
金

ⅠⅢⅡ
前
期
繰
越

Ⅰ
　列

→
借
方

（＋）（＋）（＋）（＋）行→貸方

６４５３４Ⅰ
６６１４１Ⅱ前期繰越０

６９５４３Ⅲ
６９２０５Ⅰ

６７２１１Ⅱ現金・預金 （－）１
７０１６４Ⅲ

Ⅰ
Ⅱ未収金等 （－）２
Ⅲ
Ⅰ
Ⅱ国債費 （－）３
Ⅲ
Ⅰ
Ⅱ社会保障費等（－）４
Ⅲ

１１９４Ⅰ
３３９３Ⅱ税収等 （＋）５

１８８７Ⅲ
Ⅰ
Ⅱ損益 　（±）６
Ⅲ

５３８１３Ⅰ
５６８６６Ⅱ負債 　（＋）７

３５９２２Ⅲ
▲１３４Ⅰ

▲１６４Ⅱ正味資産 （＋）８
▲１８８Ⅲ

Ⅰ
Ⅱ次期繰越９
Ⅲ

１２２２０６６１１２８６７９Ⅰ
１２３２１６９５１３４７０２Ⅱ合計１０

１０５１６７１７１３０７３４Ⅲ

注１）Ⅰ　Fiscal Year １９９９.（１９９９．４．１～２０００．３．３１）（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
　　　Ⅱ　Fiscal Year ２０００.（２０００．４．１～２００１．３．３１）（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
　　　Ⅲ　Fiscal Year ２００１.（２００１．４．１～２００２．３．３１）（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）
注２）数値は四捨五入している。そのため、合計額は調整数値である。

　　　　　 　Fiscal　Year　２００１.（平成１３年度）
　　　Fiscal　Year　２０００.（平成１２年度）
Fiscal　Year　１９９９.（平成１１年度）
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クス会計表（３期連続）

（単位：兆円）

１０９８７６５

ⅢⅡ
合
計

ⅠⅢⅡ
次
期
繰
越

ⅠⅢⅡ
正
味
資
産

ⅠⅢⅡ
負
債
　

ⅠⅢⅡ
損
益

ⅠⅢⅡ
税
収
等
　
　
　

Ⅰ

（－）（－）（±）（－）

６７９
７０２

７３４
１２８４１

１３４４３
１３０３７

６６１６６１
６９５６９５

７１７７１７
２０２０

２１２１
１６１６

１２２１２２
１２３１２３

１０５１０５
１０５

１２６
１０５

１０５１０５
１２６１２６

１０５１０５
８６６

９２２
９５７

▲１６４▲３０
▲１８８▲２４

▲２００▲１６
７０２▲１６４８６６

７３４▲１８８９２２
７５３▲２００９５７

７０２▲１６４８６６１０５１０５
７３４▲１８８９２２１２６１２６

７５３▲２００９５７１０５１０５



約６９５．９兆円、負債は約９４１．０兆円であることから、負債は資産よりも約２４５．１兆円（資産約

６９５．９兆円－資産約９４１．０兆円＝▲約２４５．１兆円）上回っており（債務超過）、資産に対する

債務超過比率はマイナス約３５％（▲約２４５兆円÷約６９６兆円＝▲０．３５）である。　尚、後にふ

れる平成１６年度（２００４年度）では、資産約７００．２兆円、負債約９７６．８兆円、したがって、約

２７６．５兆円の債務超過である。負債の資産に対する債務超過比率はマイナス約３９％である。

このような財政悪化の傾向は無視できないことになるであろう。

　次に、資産の中で注目すべきは、巨額な貸付金２８９．９兆円である。その貸付先をみると、

金額の大きい順に、第１位、地方公共団体の７３．１兆円（平成１０年度「国のバランスシート」

では約７７兆円）第２位、住宅金融公庫５７．４兆円（同、約７１兆円）、第３位、日本郵政公社

４３．２兆円などや、社会問題になっている日本政策投資銀行１１．１兆円、日本道路公団６．１兆円

もある１８。

　これらの貸付金は既述したように、平成１０年度よりも若干減少はしているが、本当に返

してもらえるのだろうか。見通しは不透明であり、引き続き、注意を払わざるを得ないで

あろう。しかも、有形固定資産１８２．１兆円（無形固定資産０．２兆円）が国有財産台帳価格あ

るいは取得した時の簿価で計算されていることから、現在の時価で計算すれば当然、高価

格になるはずである。したがって、もし、売却して借金返済に回せば、債務超過はその分

減少することになるであろう１９。われわれ国民はこの点も注目したいところである。

　次に、前年度は、資産約６５７．４兆円、負債約８９９．３兆円であったことから、約２４１．９兆円

（資産約６５７．４兆円－負債約８９９．３兆円＝▲約２４１．９兆円）の債務超過であった２０。したがっ

て、前年度の債務超過額約２４１．９兆円に比べると、本年度の債務超過約２４５．１兆円（既述の

とおり）であることから、約３．２兆円の悪化（約２４５．１兆円－約２４１．９兆円＝約３．２兆円）と

なっている。

　独立行政法人などを含む連結ベースでは、資産約８３９．８兆円、負債約１，０８０．８兆円である

ことから、負債が約２４１兆円超過している２１。以上のように、国の財政状況は厳しいと言わ

ざるをえないであろう。

　しかし、常に財政危機を訴えるのは財政当局の体質であるとして２２、財政状況は財務省

がいうほど厳しくはないとの批判（ワインシュタイン米コロンビア大学教授や加藤寛千葉

商科大学学長の主張）もある。この点は後でふれてみよう。

Ⅳ．平成１６年度『国の財務書類』からの分析  

　　「MBチャート」作成

　財務省は国民からの強い要望の下に、昨年（平成１７年９月）に続いて今年（平成１８年８

月）も「平成１６年度　国の財務書類（一般会計・特別会計）」、「Ⅱ　一般会計財務書類」、

一般会計と特別会計の合計と国と深い関係のある独立行政法人や特殊法人など２２６法人を

含む「Ⅲ　連結財務書類」を公表した。本論文ではそこで公表されている「連結」と「国
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ベース」のそれぞれの貸借対照表（以下、「連結BS」「国ベースBS」と略す。）をマトリッ

クス会計表（以下、「MBチャート」と略す。）で処理し、マクロの経済循環表として考察

してみたい。

　そこで、先ず、「MBチャート」そのものから、説明をしておこう。「表３」は紙幅の関

係上、縮小することも止むを得ないため、「１１行１１列」にした。勘定科目のすぐ下、ある

いはすぐ横に＋印（増加、流入を意味する。）と－印（減少、流出を意味する。）が付記さ

れている。すなわち、「１行１列」「前期繰越」、「２行２列」「現金・預金・有価証券等」、

「３行３列」「貸付金・固定資産等」、「４行４列」「補助金・地方交付税交付金」、「５行５列」

「社会保障費等」、「６行６列」「業務収入・財務収入」、「７行７列」「損益」、「８行８列」「負

債」、「９行９列」「正味資産」（ただし、財務省は「資産・負債差額の部」と記す。）、「１０

行１０列」「次期繰越」、「１１行１１列」「合計」である。さらに、各行各列はそれぞれ（①、②、

③）と３区分がなされ、「Ⅰ行Ⅰ列」は「連結BS」を表し、「Ⅱ行Ⅱ列」は「国ベース（一

般会計・特別会計）BS」を表し、そして、「Ⅲ行Ⅲ列」は「連結BS」から「国ベースBS」

を引いた差額の貸借対照表（＝「差額 BS」）である。尚、（１１行１１列）は合計試算表に相当

する。

　財務情報としてのストック計算書は（１行１列）前期繰越欄と、（１０行１０列）次期繰越欄

に明示し、フロー計算書は（２行２列）「現金・預金・有価証券等」欄で、行政コスト計

算書は（７行７列）損益欄で表示している。

　以上のように、財務情報がMBチャートの一枚の表に、しかも、それらの財務諸表が有

機的に関連して明示されているのである。従来の複式会計簿記であれば、MBチャートの

ように財務諸表の関連が明確であるとはいえないであろう。

　MBチャートの「連結」BSの作成方法、並びに読み方を説明しておこう。一枚の（MB

チャート」に前期繰越欄（１行１列）を設けた理由は、前期繰越と次期繰越（１０行１０列）

で連続的な資本の再生産過程をみるためであり、社会会計・国民的経済計算の手段に利用

する意図からである。貸方は行で、借方は列でみる。ただし、前期繰越の BSだけは、簿

記の原則に反して、資産を列に、負債・資産を行に記帳している。その理由は上記の理由

と同じ、上部から資本が流入し、横にその資本が流出する資本の連続性をみるためである。

しかし、次期繰越欄は借方↓列でみれば負債・正味資本が表現され、貸方→列で資産が表

現されており、まさに簿記の原則に戻っている。

　次に、「Ⅲ　連結財務書類」の中に、前年会計年度（平成１６年３月３１日）、本会計年度

（平成１７年３月３１日）の「連結 BS」が作成されている（１４５頁）。「連結」前会計年度の BS

によれば、資産合計額は約８３４兆円、負債合計額は約１，０８６兆円、正味資産▲約２５２兆円であ

り、「連結」本会計年度のBSによれば、資産合計約８３８兆円、負債合計約１，１０４兆円、正味

資産▲約２６５兆円である。これらの数値を MBチャートのどこに記帳するか。

　「連結」前会計年度のBSは「連結」前期繰越のBSを意味する。そこで、１行１列の行
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表　３ ．平成１６年度連結及び
　　　［平成１６年４月～平成１７年３月

５４３２１

③ 
差
額

② 
社
会
保
障
費
等

① ③ 
差
額

② 
税
交
付
金

地
方
交
付

 
① 
補
助
金

③ 
差
額

② 
固
定
資
産
等

① 
貸
付
金

③ 
差
額

② 
有
価
証
券
等

① 
現
金
・
預
金

③ 
差
額

② 
前
期
繰
越

①
借
← 
―  ― 
→
列

（＋）（＋）（＋）（＋）貸← ― ―  →行

６１２２２２① 
５７８１１２② 前期繰越１

３４１１０③ 差額
３０１４５① 現金・預金

３０４４７９② 有価証券等 （－）２
▲３▲２▲９③ 差額

① 貸付金
② 固定資産等 （－）３
③ 差額
① 補助金
② 地方交付税交付金 （－）４
③ 差額
① 
② 社会保障費等（－）５
③ 差額

３５０① 業務収入
３６３② 財務収入 （＋）６

▲１３③ 差額
① 
② 損益 （±）７
③ 差額

１０８６① 
９４７② 負債 　（＋）８

１３９③ 差額
▲２５３① 

▲２５６② 正味資産 （＋）９
３③ 差額

① 
② 次期繰越１０
③ 差額

３０１４５６１２５７２８３４① 
３０４４７５８７４７５６９０② 合計１１

▲３▲２２５９７１４４③ 

注１）『国の財務書類（平成１５年度）』（財務省主計局、平成１７年９月）、及び『国の財務書類（平
 　http://www.mof.go.jp/singikai/zaiseido/zaiseidg/１７０９２６a.
 　http://www.hi-ho.ne.jp/yokoyama-a/federajaccounting.htm
注２）数値は四捨五入しているため、合計数値は調整数値である。

連結 B/S
　　国ベース（一般会計・特別会計）B/S
　　　　差額 B/S
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国ベースの MBチャート
３１日（２００４．４．１～２００５．３．３１）］

（単位：兆円）

１１１０９８７６

③ 
差
額

② 
合
計

① ③ 
差
額

② 
次
期
繰
越

① ③ 
差
額

② 
正
味
資
産

① ③ 
差
額

② 
負
債

① ③ 
差
額

② 
損
益

① ③ 
差
額

② 
財
務
収
入

① 
業
務
収
入

（－）（－）（±）（－）

８３７
６９０

１４４
５７２２２６

４７５１１３
９７１１３

６１２６１２
５８７５８７

２５２５
４５４５

４７４７
▲２▲２

３０１３０１
３０４３０４

▲３▲３
３５０

３６３
▲１３

３５０３５０
３６３３６３

▲１３▲１３
１０８６

９４７
１３９

▲２４９４
▲２４４１２

▲５▲８
８３８▲２６５１１０４

７００▲２７６９７６
１３８１１１２８

８３８▲２６５１１０４３５０３５０
７００▲２７６９７６３６３３６３

１３８１１１２８▲１３▲１３

成１６年度）』（財務省主計局、平成１８年８月）より作成。



に「現金・預金・有価証券等」約２２２兆円、「貸付金・固定資産等」約６１２兆円、合計約８３４

兆円、列に「負債」約１，０８６兆円、「正味資産」▲約２５３兆円、続いて合計約８３４兆円と記帳

する。

　次に、「区分別収支計算書」からMBチャートに転記する。「業務収入・財務収入」３５０兆

円が現金で流入したことで（６・①行２・①列）に、現金流出として「補助金・地方交付

税交付金等」約４５兆円が（２・①行４・①列）に、「社会保障費等」約３０１兆円が（２・①

行５・①列）にそれぞれ記帳される。

　以上までの記帳が終えれば、後は集計するのみである。２列目の２２２兆円と３５０兆円の合

計金額約５７２兆円を１１行の合計欄に、続いて約５７２兆円を２行の合計欄に記帳する。

　４列目約４５兆円と５列目約３０１兆円も上記と集計操作をするが、これらの勘定科目は損

益勘定科目の費用科目であるから４行７列にも転記する。６行目業務・財務収入からは行

に沿って合計していく。そして、次期繰越まで行に沿って集計していく。すると、「Ⅲ　連

結財務書類」に掲載されている「本会計年度（平成１７年３月３１日）のBS資産合計約８３８兆

円、負債合計約１，１０４兆円、資産・負債差額約２６５兆円と一致するのである。

　次は、「国ベース（一般会計・特別会計）」の BSに進もう。その数値は本文「国の財務

書類（平成１６年度）」に掲載されている（９頁）。それによると、前期繰越を意味する「前

会計年度（平成１６年３月３１日）」の資産合計約６９０兆円、負債合計約９４６兆円、資産・負債差

額約２５６兆円、さらに、次期繰越を意味する「本会計年度（平成１７年３月３１日）」の資産合

計約７００兆円、負債合計約９７６兆円、資産・負債差額▲約２７６兆円となっている。

　MBチャートの作成方法は上記と同じである。前期繰越の資産を（１・②）行の該当す

るボックスに、すなわち「現金・預金・有価証券等」約１１２兆円、「貸付金・固定資産・等」

約５７８兆円、資産合計約６９０兆円を記帳する。次に、前期繰越の負債の部を（１・②）列の

該当するボックスに約９４７兆円、資産・負債差額の部、すなわち、正味資産▲約２５６兆円、

合計▲約６９０兆円と記帳する。後は、上記のように手続きをふんで集計すれば、（１０・②）

の行と列に同額の次期繰越金額が計上される。つまり、（１０・②）列に貸方「現金・預金・

有価証券」約１１３兆円、「貸付金・固定資産・等」約５８７兆円、（１０・②）行に貸方「負債」

約９４７兆円、「資産・負債差額」すなわち正味資産▲約２４４兆円となる。尚、差額BSは連結

BSと国ベース BSとの差額を表現している。

　財務省はこの BSを発表するに際して次のことを付記している。すなわち、国が保有す

る資産には、売却して現金化することは基本的に予定していないので、資産・負債差額は

必ずしも将来の国民負担となるものではない、という。これは国民が正確な国債発行残高

を知りたいことや、国の資産や負債を知りたいとの国民の声にたいして、財務省は、国債

残高が増大しても国は財政破綻する事はなく、売却困難である道路や橋など評価できない

ことから BS作成は困難且つ無意味であると主張していたことである。

　貸付金は「連結」BSで約２８９兆円（総資産約８３８兆円の約３４％）、「国ベース」BSで約２７５
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兆円（総資産約７００兆円の約３９％）であることから、独立行政法人等を含む「連結」では

「国ベース」よりも約１４兆円多く貸し込んでいることになる。「貸付金の主な明細」表によ

ると、大口の貸付先が次のように掲載されている。それは金額の大きい順に、地方公共団

体約７１兆円、住宅金融公庫約５１兆円、日本郵政公社約３８兆円となっている。社会問題に

なっている日本政策投資銀行約１０兆円、日本道路公団約６兆円、その他で合計約２７５兆円で

ある２３。

　ところで、その大口の地方公共団体はどこか不明である。財政破綻した北海道夕張市な

どの例もある。国と地方との連結 BSも必要であるとの声もでてきている。

　その貸付金は本当に返してもらえるだろうか。見通しは不透明であると言わざるをえな

いであろう。この貸付金は、「連結」前の「国ベース」の数値である。「連結」により約１４

兆円の増加であるが開示すべきであろう。

　国民として、膨大な債務超過は無視できないところであるが、実態は異なるかもしれな

い。有形固定資産が「連結」BSで、平成１５年度約２６０兆円２４、平成１６年度で約６兆円増加し

て、約２６５兆円２５ が国有財産台帳価格、あるいは取得時の簿価で計算されていることから、

現在時価で計算すれば高価格になるはずである。売却して借金返済に回せば債務超過は大

幅に減少するはずである、という意見が起きても不思議ではない。

　さらに、D・ワインシュタイン米コロンビア大学教授は注目すべき発言をしているので

ある。日本政府の債務水準はネットベースでみれば、決して高いというわけではない。日

本政府がかくも金融資産が多いのは、公的年金などから他の政府機関への貸し出しがおこ

なわれてきたからである。そして、政府部内である勘定から別の勘定への資金移動に相手

側は負債として同額を計上し、同時にそれに見合う資産を計上する。その結果、債務総額

が膨らんでくる２６。

　D.ワインシュタインは別のところで次のようにも指摘する。すなわち、「日本の勘定シ

ステムでは、（中略）政府機関ごとに別々に勘定が記録され、ある政府機関の勘定で生じ

た黒字が別の政府機関の勘定に加えられる。たとえば、社会保障基金で生じた剰余金は、

財政投融資をはじめとするその他の政府機関の預金勘定に預けられる。このような移転が

発生した場合、社会保障基金は預金という形で資産を得たことになり、その他の政府機関

は負債側にそれと同額を記録することになる。

　この勘定システムは過去の政府間の経過を理解しておくという目的や、将来の政府間移

転を予測するという目的には役に立つが、公的部門の正味資産を考える際には非常に厄介

である。」と２７。　加藤寛千葉商科大学学長は「将来の国民年金債務、公務員の給与・退職

金、郵便貯金、簡易保険の補償準備金などは政府債務とみなされているが、これらはすべ

て見合いの資産でありすべてが債務ではない .（中略）債務総額の約半分が二重にカウン

トされている。」２８ という。

　もう一人紹介したい。その人は菊池英博文京学院大学教授である。その彼は、日本政府
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は財政危機を煽っている、というのである。すなわち、政府債務は実態よりも過大に発表

されており、デフレの時には緊縮財政（投資関連支出の削減）を絶対にするべきではない。

そして、政府債務は粗債務（資金の借り入れ・保障などの債務）と純債務（粗債務から政

府が保有する金融資産を控除したネットの債務）に分けられるべきで、財政規模の指標と

して、「粗債務のGDP比率」ではなく、「純債務のGDP比率」で見るべきである、という。

　日本国には７９５兆円（２００５年６月末）の粗債務を名目GDPで割ると１５０％を超えるが、純

債務で見ると６０％程度である。日本の予算規模（政府の大きさ）は経済規模に比べて小さ

すぎる（主要国中最低の比率）。日本は緊縮財政の悪循環に陥り、大増税の罠に落込んで

いこうとしている、と鋭い指摘をする２９。つまり、財政のストップ・アンド・ゴー（stop-

and-go）政策であり、これは筆者も批判してきたところである。すなわち、「平成不況を単

純不況と見た財政当局は、不況から抜け出すため公共事業中心の景気下支え策を次々と打

ち出す需要促進政策（インフレ政策）をとり、景気回復の兆しが見えたところで、消費税

アップ、特別減税の廃止、社会保障費アップ、大型補正予算見送りなどの需要抑制策（デ

フレ政策）をとった。いわゆる“財政の stop-and-go 政策”であり、これが景気回復を遅

らせる結果となった。」と３０。

Ⅴ．地方自治体会計の充実・政策評価・財政健全化の「三位一体化」をめざして  
　　浜田市平成１１年度「MBチャート」作成

　「表４」は浜田市の平成１１年度のバランスシートを、出来る限り現行の勘定科目数に合

わせ、慎重なる経営診断に対応するために、 ２８行２８列の大型のMBチャートで処理したも

のである。しかし、時と場合によっては財政情報として簡潔な、１６行１６列の小型の MB

チャート「表５」で十分である。

　尚、桜内文哉は「貸借対照表マトリクスの雛形」（筆者はマトリックスと表現）を紹介

しながら次のようにいっている。すなわち、「国ナビが損益計算書と損益外純資産変動計

算書というフロー情報（一会計期間の取引高）に関する財務諸表をマトリクス化したもの

であるのに対して、こちらのほう（雛形のマトリクス表を指す：筆者記す。）はストック

情報（ある一時点の財産の残高）を表示する貸借対照表をマトリックス化したものといえ

る」３１。「国ナビ」とは予算編成上の意思決定を国民に分かりやすく提示する国家財政のナ

ビゲーション・システムのことであり、フロー情報とストック情報が別々のマトリックス

表となっている。これでは経済活動を理解することにおいて不便であるという他ない。

　フローもストックも切り離せない一連の経済情報であり、したがって、本論で解説して

いるわれわれのマトリックス表によれば、既述のように、フローもストックも一枚の表で

把握できる便利な表である。一会計期間は前期繰越高（ストック情報）を受けて始まり、

期間の取引高（フロー情報）を経て、次期に繰り越す残高（ストック情報）が記帳される。

すなわち、前期のストックと次期に繰り越す残高の増減変動が期間中の取引高で証明され

『北東アジア研究』第１３号（２００７年３月）

―　　―88



る。このことから、フロー情報とストック情報が連続する一枚のマトリックス表のほうが

便利であることが分かる。

　地方においては、熊本県が地方自治体では日本初の貸借対照表を作成した３２。当時とし

ては、非常に画期的なことであった。

　既述したように、（財）社会経済生産性本部が地方自治体会計処理に企業会計的手法を取

り入れた研究がなされていたのである。 その主旨は、企業会計的手法を使えば、地方自治

体が健全な社会資本、文化遺産等の整備や資産形成のためにフロー面、ストック面の両面

からの分析・把握が可能となり、さらに公債費による財政圧迫の実情が判明することにな

る。しかもその上に、他の自治体でもバランスシートが作成されれば比較検討ができるこ

とになり一層有益である、という。

　財務情報の公表については、国レベルでは一般会計、地方レベルでは普通会計の情報が

重要視されており、特殊法人などを含めた全体像を明確にする連結会計が作成されていな

い。しかし、財政再建には連結会計が必要である。

　東京都は２０００年（平成１２年）５月に「機能するバランスシート」を初めて公表した。同

報告書は普通会計にとどまらず対象範囲をすなわち、普通会計、公営企業会計、東京都管

理団体（株式会社、公益法人など）をも含む都全体にわたる連結財務情報を、１自治体が

公表した画期的なものである３３。したがって、都全体の財務規模・連結は普通会計の規模

と比べて大きくなっている。

　因みに、２００５年（平成１７年）１２月に公表した「東京都の機能するバランスシート（平成

１６年度決算版）３４ によると、平成１６年度連結 BSは同年度の 普通会計 BSの資産合計、負

債合計、そして、資本（正味財産）合計も、それぞれに約１．７倍の拡大である。都のよう

に徹底した情報公開による透明性の確保に努めることによって、財政運営の効率化・財政

再建（健全化）に市民からの理解と協力も得られることになるであろう。

　その後、東京都は次のような反省と改良を進めている。既述したところで、若干の重複

部分があるが、それはどの自治体も一部に共通した問題点があるためである。すなわち、

現行公会計制度の問題点は、単式簿記ゆえのストック情報の欠如、現金主義ゆえのコスト

情報の欠如、説明責任（アカウンタビリテイ）の欠如、予算・施行の重視から検証・評価・

見直しが充分でないことからマネジメントの欠如があった。そこで、これらの点を補完、

改善するものが新しい公会計制度３５ であり、ストック情報として貸借対照表の作成、さら

に、公営企業、外郭団体などを含む全体の財政状況を把握するために連結貸借対照表を作

成する、と。

　さらには、行政活動の経済性、効率性を判断するための行政コスト計算書の作成、説明

責任として広報、インターネット等により、年次報告書でも住民に情報の公開をし、マネ

ジメント対策として、行政評価をすることを表明したのである。

　以上述べたことなどを東京都はすでに一部実施したり、また、平成１８年度より導入する
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公
債
費

１２　 
教
育
費

１１　 
土
木
費

１０９ 
衛
生
費

８ 
民
生
費

７ 
総
務
費

６ 
投
資
等

５ 
有
形
固
定
資
産

４ 
未
収
金

３ 
預
金

２ 
現
金

１ 
前
期
繰
越

借
← 
→
列

（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）貸← →行
４

０９５
７５６

５４
１０５
８６４

６６６
９９１

１
２３４
０６３

４０８
３５０

１ 前期繰越

３
７１４
４２６

２
１１８
２０４

１
５１９
０５３

１
７２４
００８

５
０２７
８９６

２
３４７
６１５

３４２
７２８

２ 現金 （－）

３ 預金 （－）

４ 未収金 （－）

６１
７８８

５ 有形固定資産 （－）

６ 投資等 （－）

７ 総務費　 （－）

８ 民生費 （－）

９ 衛生費 （－）

１０ 土木費 （－）

１１ 教育費　 （－）

１２ 公債費 （－）

１３ 農林水産業費 （－）

１４ 商工費 　（－）

１５ 消防費　 （－）

１６ その他経費　 （－）

 
２９
７１７

５
４４０
０２３

１７ 税収　 （＋）

５９６
０８２

１３
３９７
９２７

１８ その他収入 （＋）

１９ 損益　 （±）

２３
５０６
８８１

２０ 地方債　  （＋）

５６
８４５

２１ 債務負担行為 （＋）

３
０１６
０６５

２２ 退職給与引当金 （＋）

１
９３８
０００

２３ 流動負債　 （＋）

６
７２８
５８７

２４ 国庫支出金 （＋）

４
４４９
０６２

２５ 都道府県支出金 （＋）

２０
８１５
５８４

２６ 一般財源等　 （＋）

２７ 次期繰越

３
７１４
４２６

２
１１８
２０４

１
５１９
０５３

１
７２４
００８

５
０２７
８９６

２
３４７
６１５

４
６９１
８３８

５４
１０５
８６４

６９６
７０８

１
５７６
７９１

１９
３０８
０８８

６０
５１１
０２４

２８ 合計

（平成１１年度B/S預金）－（平成１０年度B/S預金）
　　　１，５７６，７９１　　  －　　　１，２３４，０６３
　　　　　　　　　　　　　＝３４２，７２８

財産売却収入

未収金 B/Sの内　　   ３７５，２７５
「地方税」の分　　－）３４５，５５９
　　　　　　　　　　２９，７１６→２９，７１７（調整数値）

投資 a/c
の増加分

鍵検検検検検検検検険検検検
流
動
資
産

固
定
負
債

正
味
資
産

兼
献
献
牽
献
献
験

兼
献
献
牽
献
献
験

兼
献
献
牽
献
献
験

流動資産
倹検検検倦検検検健

１８
６９１
７０９

注）浜田市「平成１０年度会計報告書」及び「平成１１年度会計報告書」より作成。

表　４ ．浜田市平成１１年度「MBチャート」
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出
金
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債

２３　 
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与
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金

２２　 
債
務
負
担
行
為

２１　 
地
方
債

２０　 
損
益
　

１９　 
そ
の
他
収
入

１８　 
税
収
　

１７　 
そ
の
他
経
費

１６　 
消
防
費

１５　 
商
工
費

１４　 
農
林
水
産
業
費

１３

（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（±）（－）（－）（＋）（＋）（＋）（＋）
６０
５１１
０２４
１９
３０８
０８８

２０８
０２９

６５
６２２

 
５４４
３８７

６４８
８６０

３５６
２５９

６９１
００１

１
５７６
７９１

１
５７６
７９１

６９６
７０８

４８２
１５２

２１４
５５６

５４
１０５
８６４

５３
５７８
６１７

４６５
４５９

４
６９１
８３８

４
６９１
８３８

２
３４７
６１５

２
３４７
６１５

５
０２７
８９６

５
０２７
８９６

１
７２４
００８

１
７２４
００８

１
５１９
０５３

１
５１９
０５３

１９
２１７
５６０

２
１１８
２０４

２
１１８
２０４

３
７１４
４２６

３
７１４
４２６

６９１
００１

６９１
００１

３５６
２５９

３５６
２５９

６４８
８６０

６４８
８６０

１
０７０
２３８

１
０７０
２３８

５
４６９
７４０仮置き仮置き仮置き仮置き
１５
３３１
７８７

１１５
２９１

１６９
１０７

１３３
９０２

９１９
４７８

２０
５８６
９７１

１５
１１７
２３１

５
４６９
７４０

２３
５０６
８８１

９０
６７９

３３
８３４

３
０１６
０６５
１

９６４
５５８

２６
５５８

６
７２８
５８７
４

４４９
０６２
２２
１８４
９９５

１
３６９
４１１

６０
５３７
４２７

２２
１８４
９９５

４
３３３
７７１

６
５５９
４８０

１
９６４
５５８

２
８８２
１６３

９０
６７９

２２
５２１
７８１

６０
５３７
４２７

２２
１８４
９９５

４
４４９
０６２

６
７２８
５８７

１
９６４
５５８

３
０１６
０６５

９０
６７９

２３
５０６
８８１

２０
５８６
９７１

１５
３３１
７８７

５
４６９
７４０

１
０７０
２３８

 
６４８
８６０

３５６
２５９

６９１
００１

減価償却費・他
a/cで処理

現金 a/c収入から支出・次期繰越
（１９，３０８，０８８）　（２０８，０２９）
を考え→６５，６２２

未収金 B/Sの内・・　 ３２１，４３２（平成１０年度）
その他の分　　 ・・－）１０６，８７７（平成１１年度）

　　　　　　２１４，５５５→２１４，５５６（調整数値）

翌年度償還額　B/S
引当金 a/c　処理

物価購入・他　B./Sより
買掛金 a/c　処理

兼
献
献
献
献
献
献
牽
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
験

検検検検検検検検顕

固定負債
倹検検検倦検検検健

正味資産
倹検検検倦検検検健

（２０００年１２月８日 完） （単位：千円）



東京都の会計改革は、複式簿記・発生主義会計に基づいた適正な財務諸表作成につとめ、

それを財政運営と事業経営に生かすことを表明したことであり、自治体会計上、高く評価

されてしかるべきである３６。

　ところで、全国各地の自治体ではどのような動きがあったのだろうか。各自治体独自に
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２
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１
　
前
期
繰
越

借
方
　
→
　
列
　

（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）（＋）貸方　→　行

４，０９５，７５６５４，１０５，８６４６６６，９９１１，６４２，４１３１ 前期繰越

２，１１８，２０４５，０２７，８９６３４２，７２８２ 現金預金 　（－）

３ 未収金 　（－）

６１，７８８４ 有形固定資産 （－）

５ 投資等 　（－）

６ 民生費 　（－）

７ 教育費 　（－）

８ その他経費 （－）

２９，７１７５，４４０，０２３９ 税収　 （＋）

５９６，０８２１３，３９７，９２７１０ その他収入 （＋）

１１ 損益 　（±）

２６，５７９，７９１１２ 固定負債 　（＋）

１，９３８，０００１３ 流動負債 　（＋）

３１，９９３，２３３１４ 正味資産 　（＋）

１５ 次期繰越

２，１１８，２０４５，０２７，８９６４，６９１，８３８５４，１０５，８６４６９６，７０８２０，８８４，８７９６０，５１１，０２４１６ 合計

資料）第４表と同じ。

浜田市
　平成１１年度会計報告

表　５．行政と市民が一緒に考え、一緒に行動する

期首（前期）貸借対照表（B/S）
　　　 （１行、１列） 　（千円）

貸　方借　方

固定負債 　２６，５７９，７９１
流動負債 　 １，９３８，０００
正味資産 　３１，９９３，２３３

現金預金 １，６４２，４１３
未収金 ６６６，９９１
有形固定資産 ５４，１０５，８６４
投資等 ４，０９５，７５６

６０，５１１，０２４６０，５１１，０２４

現金勘定
　　　 （２行、２列） （千円）

貸　方借　方

固定負債 ３４２，７２８
民生費 ５，０２７，８９６
教育費 ２，１１８，２０４
その他の経費 １１，５４５，６０９
固定負債 ６５，６２２
次期繰越 １，７８４，８２０

前期繰越 　１，６４２，４１３
現金預金 　３４２，７２８
有形固定資産 　６１，７８８
税収 　５，４４０，０２３
その他収入  １３，３９７，９２７

２０，８８４，８７９２０，８８４，８７９



バランスシートを作成してきたのが実態である３７。そこは統一基準で作成すれば比較可能

になることから、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書（２０００年

３月）」に基づいた財務諸表を作成・公表してきた。しかし、これにはフロー管理面がつ

よく、ストック管理の視点が弱かったこと、行政コストの算定に発生主義をベースにして
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合
計

１６　
　
次
期
繰
越

１５　
　
正
味
資
産
　

１４　
　
流
動
負
債

１３　
　
固
定
負
債

１２　
　
損
益

１１　
　
そ
の
他
収
入

１０９
　
税
収
　

８
　
そ
の
他
経
費

（－）（－）（－）（±）（－）（－）（＋）

６０，５１１，０２４

２０，８８４，８７９１，７８４，８２０６５，６２２１１，５４５，６０９

６９６，７０８４８２，１５２２１４，５５６

５４，１０５，８６４５３，５７８，６１７４６５，４５９

４，６９１，８３８４，６９１，８３８

５，０２７，８９６５，０２７，８９６

２，１１８，２０４２，１１８，２０４

１２，０７１，４６０１２，０７１，４６０

５，４６９，７４０

１５，３３１，７８７２８４，３９８１，０５３，３８０

２０，５８６，９７１１５，１１７，２３１５，４６９，７４０

２６，６１３，６２５３３，８３４

１，９６４，５５８２６，５５８

３３，３６２，６４４１，３６９，４１１

６０，５３７，４２７３３，０７８，２４６１，９６４，５５８２５，４９４，６２３

６０，５３７，４２７３３，３６２，６４４１，９６４，５５８２６，６１３，６２５２０，５８６，９７１１５，３３１，７８７５，４６９，７４０１２，０７１，４６０

エクセレントな会計情報（マトリックス会計表）
２０００年１２月８日完成　（単位：千円）

損益計算書（P/L）
　　　 （１１行、１１列） 　（千円）

貸　方借　方

税収 ５，４６９，７４０
その他収入 １５，１１７，２３１

民生費 ５，０２７，８９６
教育費 ２，１１８，２０４
その他経費 １２，０７１，４６０
当期純利益 １，３６９，４１１

２０，５８６，９７１２０，５８６，９７１

期末（次期）貸借対照表（B/S）
　　　 （１５行、１５列） （千円）

貸　方借　方

固定負債 ２５，４９４，６２３
流動負債 １，９６４，５５８
正味資産 ３３，０７８，２４６

現金預金 １，７８４，８２０
未収金 ４８２，１５２
有形固定資産  ５３，５７８，６１７
投資等 ４，６９１，８３８

６０，５３７，４２７６０，５３７，４２７



いなかったこと、決められた予算執行のみを重視することから脱却できなかったことなど、

いくつかの問題点が指摘されていた。

　そこでそれらの諸問題解決のために、平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」

（総務省）が公表された３８（以下、「新報告書」と略す）。

　「新報告書」によれば、三年をめどに、様式第１号～第４号（「新報告書」巻末、１－４

頁）すなわち、発生主義・複式簿記に基づく貸借対照表（BS）、行政コスト計算書（PL）、

純資産変動計算書（NWM）、資金収支計算書（CF）の作成・公表の要請がなされている。

したがって、これらの財務情報をマネジメント情報（地域経営）として、財務の趨勢（コ

スト管理含む）、住民の満足度推移のバランスを取りながら、生かす方法を考えることが

重要になってくる３９。

　以上のように、公会計の動きをみると、民間の強い要請に押されて２０００年（平成１２年）

１０月に、政府が初の「国のバランスシート」を公表して以来、公会計上に革命的な変化が

起きているかのような感が否めない。小林麻理早稲田大学教授は、日本では財政政民主主

義を有効に機能させるアカウンタビリテイの確保が重要であり、政策決定、予算編成・執

行プロセスを連携させるような管理会計システムの確立が必要である、と主張している４０。

お　わ　り　に

　初の試みである「日本国のバランスシート」を作成した加藤秀樹氏は次のようにいう。

完全な国のバランスシートを作成することは、資料検索に相当の制約があることなどから、

外野からでは作成に限界がある。最終的には政府が自ら作るべきであり、今回発表したバ

ランスシートは自信がないことまで正直に告白している４１。これは止むを得ないことであ

ろう。算定の根拠や、非常に限られた資料を下に作成するために、さまざまな反論や批判

は当然であろう。しかし、政府に対して、初の財務情報公開の道をつけたパワーは、その

後の政府の変化を見ても分かるように、計り知れないものがある。

　イギリスやアメリカのような外国４２ ではともかく、日本国内では「MBチャート」の研

究者は少ない。しかし、「MBチャート」の有効性は少なからずあると信じているのである。

　繰り返すが、国・自治体にとって会計制度の基本的な考え方は、もとより経済学の研究

でも同じことであるが、資（財）源には限りがあり、無限に与えられているものはない。

その限られた希少性・欠乏の財源を、住民のためにいかに効率的かつ有効に活用している

かなど、財政当局の動きをしっかり見ていなければならない。財政の透明性や効果的な行

財政運営を図るためには、財政情報の整備が重要となる。それには「新報告書」に盛られ

たように、①発生主義・複式簿記に基ずく貸借対照表、②行政コスト計算書、③資金収支

計算書、④純資産変動計算書、これら４表の整備であろう。これらのことをわれわれは再

度確認したい。

　財政破綻した北海道夕張市の事例から、多くの教訓が得られたようである。例えば、負
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債負担能力の明確化、資金調達の多様性、市場からのシグナルの重視、債務再構成（債務

繰り延べ、債務免除、金利減免など）のルール化によって、財政再建制度の見直しを考え

る。もっともこうした方法はこれまでの文脈において、十分に示唆していたことである４３。

　尚、筆者は 益田市行財政改革大綱（平成１７年度～２１年度）作成に関与したことにより、

次のような基本事項を明確に掲載したのである。すなわち、（１）効率的・自立的な行財政

の確立（財政危機回避のための減量政策）のため、既存の枠組みにとらわれず、組織・機

構の見直しや定員・給与の適正化などによる効率的・自立的行政体制の確立を図ること。

（２）経営的視点からの行政の質的向上（組織・職員のモチベーションの向上）のため、 成

果主義、能力主義、コスト主義を導入し組織・職員のモチベーションを高めるとともに、

経営的視点での行政の推進に取り組むこと。（３）住民自治の充実や住民の自治体参加意識

の向上（政策形成過程への住民参加と自治意識改革）のため、情報公開を進め、パブリッ

ク・コメントなどにより市民の自治体への参加意識を高め、行政と市民との協働によるま

ちづくりを進めること、である。

　これらの点は、「行財政システム改革のあり方についての検討報告書～より良い行財政

システムを求めて～チェクリスト“行財政システム４３の視点”」（関西広域連携協議会地域

整備研究会、平成１４年３月）からも少なからず示唆を得ているのである４４。

注
１） 『丸山真男著作集第１巻』岩波書店、１９９６年、１１頁。尚、括弧内の引用文は以下の本からであ

る。M. Weber, Wirtschaftsgeschichte, ２.Aufl., １９２４, s. ２３８

２） 丸山真男『日本の思想』岩波新書、２００６年、１２９頁。

３） 吉田和男監修『日本の国家予算』講談社、１９９６年、１９頁。

４） 日本経済新聞（１９９７年６月１０日）は「江戸時代に企業経営的な会計制度を使っていた藩がある。

干拓で農地を増やした長州藩は、その収入を塩田などに再投資しては運用益を“撫育（ぶいく）

金”として積み立てた。日本の国や自治体は今でも家計簿のように歳入と歳出を記録するだけの

“単式簿記”だが、撫育金は財産が増えるか減るかをつかみやすい複式簿記の会計に似ていたと

いう。」そして、日本公認会計士協会や社会経済生産性本部が民間企業式の決算報告書づくりに

協力していると報じていた。

５） 「日本の政府部門の財務評価――accountabilityの欠如が招いた政府の債務超過の実態――」政

府会計改革研究プロジェクト、PHP総合研究所、１９９９年６月、３０頁。

６） 鷲見英司・赤井伸郎・田中宏樹「資産・負債からみた日本政府の財政状況の評価――発生主義

に基づいた日本政府のバランスシートの作成――」３４頁。

 （http://www.geocities.co.jp/SilkRoad/３８４１/bs.html）

 赤井伸郎・鷲見英司・吉田有里『バランスートで見る日本の財政』日本評論社、２００１年、５６頁。

７） 加藤秀樹・廣田達人「貸借対照表作り、国も急げ」日本経済新聞、１９９９年７月２１日。

 （http://.kosonippon.org/doc/?no=１１５）

８） 文芸春秋、１９９９年５月号、１３４－１４４頁。（http://www.kosonippon.org/doc/?no=１１６）
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 跡田直澄「財務諸表から試算すれば政府はすでに債務超過」『論争』東洋経済、２０００年１１月、

９８－１０３頁。

９） 赤井伸郎「国の貸借対照表に関する意見および今後の政府の財務諸表のあり方について」

 （http://members.at.infoseek.co.jp/mapps/bsiken.PDF#search）

 この論文は大いに刺激を受ける内容である。

１０） 「国の貸借対照表（平成１０年度）」５頁。

１１） 「国の貸借対照表（平成１０年度）」の「政府出資等の内訳一覧表」８頁。

１２） 「国の貸借対照表（平成１０年度）」の「前掲表」８頁。

１３） 行政管理研究センター主任研究員廣田達人「国の貸借対照表、法制化を」日本経済新聞、２０００

年１０月１６日。公認会計士廣田達人「国のバランスシートを法制化して決算監視として活用すべし」

『論争』東洋経済、２００１年１月号、１７８－１８１頁。

 「公会計に関する基本的な考え方」（平成１５年６月３０日、財政制度等審議会）によれば、公会計
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で予算管理が行われており、直ちに複式簿記を採用する必要性はないと結論付けている。このよ

うに国の姿勢は消極的だった。

 （http://www.mof.go.jp/singikai /zaiseseido/toshin/zaiseig１５０６３０a.htm）
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by Xiaohe Lu and Georges Enderle, Palgrave macmillan, ２００６, pp. １８４–１９４.
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２４） 財務省主計局『国の財務書類（平成１５年度）』「Ⅲ　連結財務書類」１１７頁。

２５） 財務省主計局『国の財務書類（平成１６年度）』「Ⅲ　連結財務書類」１４５頁。

２６） 日本経済新聞、２００５年１１月２９日。

２７） 伊藤隆俊、H・パトリックス、・ワインシュタイン編祝迫得夫訳 『ポスト平成不況の日本経済』、

日本経済新聞社、２００５年、４２頁。“REVIVING JAPAN’S ECONOMY” edited by Takatoshi Ito, 

Hugh Patrick, and David E.Weinstein, The MIT Press ､ ２００５, p ４６.

２８） 産経新聞、２００５年１２月１４日。

２９） 菊池英博「サラリーマン大増税の嘘を暴く」『文芸春秋』２００６年３月号、１６４－１７６頁。

３０） 拙著「新消費生活環境と生活の転換――マクロの動向から考える――」『総合政策論叢』第１１

号、２００６年３月、１１３頁。

３１） 桜内文城『公会計』NTT出版、２００４年、２４０頁。

３２） 熊本県総務部長佐藤達三「貸借対照表使い財政運営」日本経済新聞、１９８７年１２月４日。

３３） 丹波由夏「バランスシート作成と財政再建――国及び地方自治体におけるバランスシート作成

の動向と今後――」『農林金融』２００１年２月号、１１８－１２７頁。

３４） 「東京都の機能するバランスシート（平成１６年度決算版）」東京都財務局、平成１７年１２月。

 （http://www.metro.tokyo.jp/INET/KEIKAKU/２００５/１２/DATA/７０fck１００.pdf）

３５） 「東京都の新たな公会計制度」（東京都、平成１７年８月、１－３６頁。）

 「東京都会計基準」による貸借対照表と、民間企業の貸借対照表との比較」

 （http://www.metro.tokyo.jp/INET/KEIKAKU/２００５/０８/７０f８u２０１.htm）

３６） 東京富士大学・公認会計士米田正巳「第一回　機能するバランスシートから経営報告書へ」『地

方財務』ぎょうせい、２００６年６月号、１４１－１５１頁。

３７） 「毎日新聞が４７都道府県の財政担当者に電話で聞いたところ、すでに作成済みを含め、今年度

中に３８都府県でバランスシートを作成する。」（毎日新聞、２０００年９月２６日。）という。醍醐聰編
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著『自治体財政の会計学』（新世社、２０００年。）では、先進市のバランスシートが分析されている。

例えば、３２０－３２８頁に、藤沢市、札幌市、福岡市の財務諸表が掲載されてる。

３８） http://www.soumu.go.jp/s-news/２００６/pdf/０６０５１８-３-btl.pdf

３９） 小林麻里「地方財政を考える」日本経済新聞、２００６年６月１４日。

 「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会報告書――普通会計の将来的な財政負担――」

財団法人自治総合センター、平成１６年３月。総務省が地方自治体の隠れ債務（例えば、住宅土地

供給・開発公社の保有不動産の含み損、破綻懸念のある三セクターへの損失補償など）開示を目

的に、将来債務一覧表を作成した。これもアカウンタビリテイの一つである。

４０） 小林麻理『政府管理会計――政府マネジメントへの挑戦――』敬文堂、２００２年、２５頁。

４１） 加藤秀樹「初試算日本国のバランスシート」『文芸春秋』１９９９ 年５月号 ,１４４頁。

４２） Andrea Cilloni, Marco Angelo Marinoni “Spreadsheet, chessboard and matrix accounting. The 

origin and development of advance accounting instruments.” May ３１, ２００５.

 （http://search.yahoo.co.jp/search?p=matrix+accounting&ei=UTF-８&fr=top_v２&x=w...）

４３） 宮脇淳「再生型破綻制度をめぐる論点整理、負債管理と自治体の責任――夕張市の事例をふま

えて」宮脇淳『地方財務』２００６年７月号、２－９頁。

４４） http://www.kiser.or.jp/research/sanmiittai-teigen.html

キーワード　公会計　MBチャート　機能するバランスシート　キャッシュフロー計算書　

行政コスト計算書　発生主義　複式簿記　社会会計

（MATSUOKA Koichi）
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